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電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続細則第２条の規定により、　平成12年8月31日付け郵通議第3072号で公告された郵政省令案に関し、別紙のとおり意見を提出します。

郵政省令案「接続料規則の制定について」

に対するｹｰﾌﾞﾙ･ｱﾝﾄﾞ･ﾜｲﾔﾚｽ ＩＤＣのコメント

この度は、弊社として本件に関し意見を申し述べる機会を与えて頂き誠に有り難く存じます。弊社の意見は以下のとおりですので宜しくご検討の程お願い申し上げます。

1. Ｉｲﾝﾀﾌｪｰｽ加入者ﾓｼﾞｭｰﾙ折返し機能へのｷｬﾘｱｽﾞﾚｰﾄの適用

弊社といたしましては、今回Ｉインタフェース加入者モジュール折返し機能が接続料規則第四条の表に追加され、また専用役務関係につきキャリアズレートが導入されることになったことにつきましては、御省及び貴審議会殿のご努力に対し深く感謝申し上げるものです。但し、残念なことにキャリアズレートは専用役務関係についてのみ適用されることとなっていることです。弊社といたしましては、Ｉインタフェース加入者モジュール折返し機能（フレッツＩＳＤＮ）に対応する接続料についても、キャリアズレートと同じ考え方により設定された場合により低廉な接続料となるときには、キャリアズレートの考え方により設定されるべきと考えます。フレッツＩＳＤＮは定額制により提供されており、これは専用役務の料金体系と同じであることを考えれば、Ｉインタフェース加入者モジュール折返し機能に対応する接続料についても、原則的にはキャリアズレートと同じ考え方が適用されるべきではないかと考えます。

最近、東西ＮＴＴより今年12月にフレッツＡＤＳＬの提供を開始する予定と発表されていますが、公正競争確保の観点からはフレッツＡＤＳＬについても、その提供開始と同時に（試験提供であっても）それに対応する接続料が適切に設定されることが必要と考えます。接続料のレベルについては、フレッツＩＳＤＮと同様に原則としてキャリアズレートが適用されるべきと考えます。

2. 接続料規則第六条における報告の公表

接続料規則第六条において御省に報告された資産及び費用等につきましては、御省がこの報告を受理した後直ちに御省のホームページ等において公表されるものであることをご確認いただきたく思います。

3. 接続料規則第二十一条における報告の公表

接続料規則第二十一条において御省に報告された再計算された接続料及びその算出の根拠に関する説明につきましては、御省がこの報告を受理した後直ちに御省のホームページ等において公表されるものであることをご確認いただきたく思います。

4. 附則第六条における平成十年度の通信量等と許可の審査基準の制定と公表

弊社は、最新の通信量等を用いることにより、より効率的かつ低コストの接続料が実現されるものであるときには、附則第六条において平成十年度の通信量等は用いられるべきではないと考えます。従って、当該第六条は削除されるべきと考えます。（「平成十年四月一日以後に開始する事業年度」には平成十年四月一日に始まる事業年度すなわち平成十年度が含まれると解されます。）

また、平成十年度の通信量等を用いることが可能とするならば、これは今年７月の接続料に関する日米合意に関し公表されている内容と異なるのではないかと考えます。平成12年度（2000年度）については平成11年度（1999年度）の通信量等が用いられ、平成14年度（2002年度）については平成13年度（2001年度）の通信量等が用いられるとのことが合意されているのではないかと理解いたします。また、第七条２項においては「平成十一年四月一日以後に開始する事業年度」とあることから、これとの文脈においても齟齬があるように思われます。

弊社は、附則第六条については上記のように削除をしていただきたく強く要望しておりますが、仮にこれがお認めいただけない場合には、特に以下を要求したく思います。すなわち、附則第六条において「事業者は、その経営に及ぼす影響を緩和するため必要がある場合には、郵政大臣の許可を受けて、（中略）事業者が現に記録している平成十年四月一日以後に開始する事業年度の通信量等を用いて算定することができる。」とありますが、弊社といたしましては、御省におかれてはこの許可に関わる審査基準を可能な限り具体的な内容として制定し公表すべきと考えます。行政手続法第五条は、許認可等に係る審査基準を出来る限り具体的なものとして制定すべきこと及びその公表を行政庁に義務づけていることから、御省におかれましては、この接続料規則の制定後すみやかにこれを策定公表していただきたく思います。

なお、この許可に係る審査基準はその内容からいって極めて重要なものであることから、案の段階でパブリックコメントにより広く関係者及びその他一般国民の意見を聞くこととしていただきたいと考えます。

5. 審査基準の内容

上記で述べましたように、弊社の要求にも関わらず、附則第六条の削除が仮にお認めいただけない場合には、当該第六条に係る審査基準を制定すべきと考えております。上記で述べたように、行政手続法第五条は、許認可等に係る審査基準を出来る限り具体的なものとして制定すべきこととしています。御省及び貴審議会殿におかれましては、長期増分費用に関する報告書（2000年2月9日）「接続料算定の在り方について」において、東西ＮＴＴの主張を容れてユニバーサルサービスへの影響あるいは利用者間の負担変動等を緩和するためケースＡのＬＲＩＣモデルを採用されました。また、弊社の知る限りにおいては、御省は米国との接続料問題の二国間交渉においても、ユニバーサルサービスへの影響を主張されていたと理解いたします。このようなことから、附則第六条において言われている「その経営に及ぼす影響」という意味には、ユニバーサルサービスへの影響が一つの大きなファクターとしてあるものと思います。従って、その審査基準は、東西ＮＴＴに対し極めて例外的に平成十年度の通信量等の利用につき許可を与える判断基準として、少なくとも以下の数字を具体的に含むものとすべきと考えます。

· 御省及び貴審議会殿がケースＡのＬＲＩＣモデルを採用したときにその判断のベースとしたＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本それぞれのユニバーサルサービスのコストを具体的に記載していただきたい。

· そのコストを基準にしてどの程度の影響があればＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本としてユニバーサルサービス義務を果たすことが困難となり、この許可を与える場合に該当することとなるのかを具体的に数字でお示しいただきたい。

· ユニバーサルサービス義務だけでなく、ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本それぞれの経営全体として、どの程度の財務的影響を緩和する必要があればこの許可を与える場合に該当することとなるのかを具体的に数字でＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本それぞれについてお示しいただきたい。

· 以下で述べるように、許可を与える基準としては、ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本の経営に及ぼす影響だけではなく、利用者の利益及び公共の利益も基準とすべきと考えます。従って、「平成十年四月一日以後に開始する事業年度の通信量等を用いて算定すること」になった場合に増進される利用者の利益及び公共の利益と、当該通信量等以外の通信量等を用いて算定することになった場合に増進される利用者の利益及び公共の利益との間の比較衡量の方法を具体的にお示しいただきたい。

なお、上記の具体的な判断基準としての数字につきましては、御省の内部的な基準とすることなく審査基準の一部として公表されるようお願いいたします。

6. 附則第七条における許可の審査基準の制定と公表等

附則第七条においても「事業者は、その経営に及ぼす影響を緩和するため必要がある場合には、郵政大臣の許可を受けて、（中略）接続料について、これを平成十四年四月一日までの期間で段階的に実施することができる。」とありますが、弊社といたしましては、上記で述べたと同様に、御省においてはこの許可に関わる審査基準を可能な限り具体的な内容として制定し公表すべきと考えます。また、その審査基準については案の段階でパブリックコメントにより広く関係者及びその他一般国民の意見を聞くこととしていただきたいと考えます。

7. ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本それぞれへの許可の付与

附則第六条及び第七条においてＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本へ許可が与えられる場合においては、御省は当然のことながらＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本をそれぞれ単一の事業者として経営に及ぼす影響を評価し、許可すべきか否かを審査するものと理解いたします。従って、例えばＮＴＴ東日本の現在公表されている財務状況を考えればＮＴＴ東日本は不許可となり、財務状況の悪いＮＴＴ西日本についてのみ許可が与えられるということもあり得ると考えます。ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本を連結ベースで経営に及ぼす影響を評価するようなことがあってはならないと考えます。ご提案の条文では、これが明確になっていないと思われます。必要な修正をしていただきたく思います。

8. 利用者の利益と公共の利益に基づく審査基準

附則第六条及び第七条において

「…その経営に及ぼす影響を緩和するため必要がある場合には、郵政大臣の許可を受けて…」

とあるように、許可を与えるか否かの基準は東西ＮＴＴの経営に及ぼす影響となっています。附則第六条については、これが修正されることなく原案どおり残った場合ということになりますが、弊社といたしましては、これは

「その経営に及ぼす影響を緩和するため必要がある場合であってかつその影響を緩和することにより利用者の利益又は公共の利益が増進される場合には、郵政大臣の許可を受けて」

と修正されるべきと考えます。

電気通信事業法の多くの条文において、「利用者の利益」又は「公共の利益」が許認可の基準やその他の条件となっています。例えば、第8条1項、第18条4項、第19条、第28条、第31条3項、第31条3項、第36条1項、第36条2項、第36条3項、第36条4項、第37条、第38条の3  4項、第39条2項、第39条の3  3項、第39条の4、及び第48条の3に見られます。電気通信事業法において「利用者の利益」又は「公共の利益」が許認可の基準として重要であることは、その第1条において「この法律は、（中略）その利用者の利益を保護し、もつて電気通信の健全な発達及び国民の利便の確保を図り、公共の福祉を増進することを目的とする。」といっていることからも明らかです。

附則第六条及び第七条における許可の基準が、単に東西ＮＴＴという特定企業の「経営に及ぼす影響を緩和するため」という基準のみでは、この許可基準は電気通信事業法により委任された御省の省令制定権限の範囲を逸脱するのではないかと考えます。従って、弊社といたしましては、「かつその影響を緩和することにより利用者の利益又は公共の利益が増進される場合」を許可の基準として追加するべきと考えます。

9. 附則第六条及び第七条の許可申請についてのﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄの募集

ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本より附則第六条及び第七条に基づき許可の申請があった場合には、御省はパブリックコメントにより広く関係者及びその他一般国民の意見を聞き、その意見を適切に斟酌した上で許可、不許可の判断をしていただきたいと考えます。提出された各意見に対しては、具体的な根拠を示して御省のご見解をご回答いただきたいと考えます。

10. 平成12年4月1日からの遡及適用

附則第九条は、接続料の遡及適用について規定しておりますが、「…平成十二年四月一日から適用することができる。」ではなく「…平成十二年四月一日から適用しなければならない。」とすべきです。弊社が知る限りにおいては、接続料の日米合意において平成十二年四月一日からの遡及適用が合意されていると理解いたします。
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